
丸⽂株式会社
2025年3⽉期 決算説明会

2025年5⽉16⽇

東証プライム 7537
© 2025 MARUBUN CORPORATION

みなさん、こんにちは。
本年4⽉に代表取締役社⻑に就任しました堀越 裕史です。
皆様⽅には、⽇頃より⼤変お世話になり、厚く御礼申し上げます。

それでは、弊社2025年3⽉期決算の概要および、2026年3⽉期の業績予想ならびに、中期経営計画に
ついてご説明いたします。



アジェンダ

1. 2025年3⽉期 連結決算の概要

2. 2026年3⽉期 業績予想の概要

3. 2025-2027年度 中期経営計画

5. 参考資料

4. 株主還元
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本⽇ご説明いたしますアジェンダはご覧の通りです。



2025年３⽉期 連結決算の概要
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2025年3⽉期 決算サマリ

▶ 売上⾼は、⾃動⾞向けやPC
周辺機器向け半導体をはじ
めとした全般的な需要の低
下により減収

▶ 売上総利益は、売上の減少
により前年同期⽐では減少
予想⽐では微増

▶ 第4四半期末に向けた円⾼進
⾏に伴う為替差益（7億円）
の計上により、経常利益・
当期純利益ともに増益

予想⽐前年
同期⽐

2025年3⽉期2024年3⽉期

売上⽐実績予想
（10/31）売上⽐実績

+837
(+0.4%)

△25,653
(△10.8%)ー210,837210,000ー236,490売上⾼

＋326
(+1.3%)

△3,580
(△12.1%)12.3%26,02625,70012.5%29,607売上総利益

+418
(+2.5%)

+445
(+2.7%)8.1%17,06816,6507.0%16,623販管費

△91
(△1.0%)

△4,025
(△31.0%)4.2%8,9589,0505.5%12,984営業利益

+344
(+5.7%)

＋716
(+12.7%)3.0%6,3446,0002.4%5,627経常利益

+122
(+3.0%)

＋871
(+25.6%)2.0%4,2724,1501.4%3,401

親会社株主に
帰属する
当期純利益

（百万円）
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はじめに、2025年3⽉期の業績についてですが、売上⾼は前年同期⽐256億円減少の2,108億円となり
ました。これは主にデバイス事業における⾃動⾞向け半導体をはじめとした全般的な需要の低下によるもの
です。

売上総利益は売上の減少に伴い、35億円減少の260億円、営業利益は40億円減少の89億円となりま
した。

⼀⽅、経常利益は7億円増加の63億円、親会社株主に帰属する当期純利益も8億円増の42億円とな
りました。これは期中に円安進⾏であった為替相場が、第4四半期末に向けて円⾼⽅向に転換したことによ
り、期中における決済差益及び期末時点での外貨建て借⼊の評価差益を計上したことによります。

なお、昨年10⽉に公表した業績予想値と⽐較しますと、売上⾼は予想値に⽐べ8億円の増加、営業利益
は0.9億円の減少、経常利益は3億円の増加、親会社株主に帰属する当期純利益は1億円の増加となり
ました。



2025年3⽉期 事業別業績サマリ

前年同期⽐2025年3⽉期2024年3⽉期

△28,000
(△15.6%)151,011179,011売上⾼

（百万円）

前年同期⽐2025年3⽉期2024年3⽉期

+2,394
(+4.4%)57,33654,941売上⾼

（百万円）

前年同期⽐2025年3⽉期2024年3⽉期

△47
(△1.9%)2,4892,536売上⾼

（百万円）

▍システム事業

▍デバイス事業

▍ソリューション事業

▶ ⾃動⾞向け、PC周辺機器向け
半導体の減少

▶ 航空宇宙機器、レーザー機器
の増加

▶ ICTソリューションの減少
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各事業の売上⾼サマリはご覧の通りです。

デバイス事業は前年同期⽐280億円減少の1,510億円、システム事業は23億円増加の573億円、ソ
リューション事業は0.4億円減少の24億円となりました。



2025年3⽉期『デバイス事業』品⽬別売上⾼

主な増減要因

59,928 57,694 

6,915 
3,195 

7,073 
1,720 

55,169 

42,878 

16,085 

9,951 

33,840 

35,573 

179,011 

151,011 

2024年３⽉期 2025年3⽉期

（百万円）

アナログIC（△2,234）
‒ 産業機器向けの減少

カスタムIC（△6,134）
‒ PC周辺機器向けの減少

特定⽤途IC（△12,291）
‒ ⺠⽣機器向けの減少

マイクロプロセッサ（△5,353）
‒ ⾃動⾞向けの減少

メモリーIC（△3,720）
‒ ⾃動⾞向けの減少

電⼦部品（+1,733）
‒ PC周辺機器向けの増加
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デバイス事業の売上⾼を、品⽬別・⽤途別に増減幅の⼤きいものについてご説明いたします。

品⽬別では、電⼦部品を除き、全般的に売上⾼が減少しました。特に上から3番⽬にございます特定⽤途
ICが⼤きく減少しています。これは⺠⽣機器向けの需要減によるものです。

またカスタムICはPC周辺機器向けが、マイクロプロセッサとメモリーICは⾃動⾞向けがそれぞれ減少しました。



44% 49%

22%
18%

20% 20%

11% 9%
4% 4%

2024年3⽉期 2025年3⽉期

2025年3⽉期『デバイス事業』⽤途別売上⾼構成⽐

主な増減要因

コンピュータ＆OA （△2ポイント）
‒ 前年同期並み

産業機器その他（±0ポイント）
‒ 前年同期並み

⾃動⾞（△4ポイント）
‒ 売上の減少により構成⽐も減少

⺠⽣機器（＋5ポイント）
‒ 需要減により売上は減少しているが構成⽐は上昇

通信機器（±0ポイント）
‒ 前年同期並み
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次に⽤途別の売上⾼構成⽐についてですが、下から2番⽬の⾃動⾞向けは売上⾼の減少により4ポイント
ダウンしました。反対に⺠⽣機器は5ポイントアップとなっています。こちらにつきましては、構成⽐は上昇してい
ますが売上⾼は減少しております。その他⽤途については⼤きな変化はありませんでした。



主な増減要因

5,114 7,211 

20,565 19,569 

6,263 7,292 

22,999 
23,263 

54,941 
57,336 

2024年3⽉期 2025年3⽉期

2025年3⽉期『システム事業』品⽬別売上⾼

レーザー機器（+1,029）
‒ 半導体レーザーの増加

産業機器（△996）
‒ 電⼦部品組⽴検査解析装置の減少

航空宇宙機器（+2,097）
‒ 電⼦機材の増加

医⽤機器（+264）
‒ 前年同期並み

（百万円）
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システム事業については、宇宙・防衛関連市場の拡⼤を背景に、⼀番下の航空宇宙機器の売上が伸⻑し
ました。

⼀⽅、下から2番⽬の産業機器は、設備投資の抑制影響を受けたことにより、前年同期を下回る結果とな
りました。



2025年3⽉期『ソリューション事業』品⽬別売上⾼

2,420 2,329 

116 160 

2,536 2,489 

2024年3⽉期 2025年3⽉期

（百万円） 主な増減要因

ICTソリューション（△91）
‒ ネットワークシミュレーションツールの減少

AI・ロボティクス（+44）
‒ 前年同期並み
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ソリューション事業については、ICTソリューション分野のネットワークシミュレーションツールの販売減少を主因と
し売上⾼が減少しました。またAI・ロボティクスは前年同期並みとなりました。



2025年3⽉期 貸借対照表の概要

前期末⽐2025年3⽉期末2024年3⽉期末

△29,354144,765174,120資産合計
△32,416130,199162,616流動資産

+42324,24623,823現⾦及び預⾦

+1,45752,31350,855受取⼿形及び売掛⾦

△2,16549,15051,316商品及び製品

△32,2992,54734,847未収⼊⾦

+3,06114,56611,504固定資産

△33,42184,266117,687負債合計
△37,44779,222116,669流動負債

△2,64925,59328,243⽀払⼿形及び買掛⾦

△13,14646,36059,507短期借⼊⾦

△17,6101,41619,027未払⾦

+4,0255,0441,018固定負債

+4,06660,49956,433純資産合計

（百万円） ▶ 総資産は、前期末から293
億円減少

▶ 資産の部は、代理⼈取引の
⼀部終息により未収⼊⾦が
322億円減少

▶ 負債の部は、運転資⾦需要
の減少に伴い短期借⼊⾦が
131億円減少、代理⼈取引
の⼀部終息により未払⾦は
176億円減少
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＊流動資産と流動負債は主要項⽬のみ記載しております
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次に貸借対照表の概要をご説明いたします。

総資産は1,447億円となり、前期末に⽐べ293億円の減少となりました。

変動が⼤きかったのは、未収⼊⾦です。こちらは代理⼈取引の⼀部終息によるものです。

また負債につきましては、運転資⾦需要の減少に伴い短期借⼊⾦が減少しました。また未収⼊⾦と同様、
代理⼈取引の⼀部終息により未払⾦も減少しました。

純資産は、当期純利益の積み増しにより増加しています。



▶ Ⅰ. 当社の為替変動リスクへの対応⽅針

▶ Ⅱ. ナチュラルヘッジ（⽶ドル仕⼊ー⽶ドル売上取引）における為替変動の影響

・仕⼊の⼤半が⽶ドル建のため、⽶ドル建売上は円を介さない「ナチュラルヘッジ」、円建売上は「為替予約ヘッジ」を実施

＜参考＞為替差損益発⽣のメカニズム

仕⼊〜売上・回収の「⼀連の取引」の条件および対応する資産・負債を⽶ドル建とし、⽶ドル建利益を確保

仕⼊債務に対する為替予約を取引明細毎に⾏い、取引毎の円建の利益を確保② 円建売上

① ⽶ドル建売上

*詳細は当社ウェブサイトよりご確認できます
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損益均衡

現預⾦・売掛⾦
在庫

（期末評価せず）

買掛⾦・借⼊⾦

期間利益への影響イメージ（円⾼進⾏時）

（仕⼊と決算⽇のレート差）

期末評価への影響イメージ（円⾼進⾏時）

売上総利益
（粗利減）

営業外損失
（為替差損）

営業外収益
（為替差益）

損益均衡

仕⼊ ＞ 売上

売上 ＞ 回収

仕⼊ ＞ ⽀払

借⼊ ＞ 返済

円建表記のレート 円建表記のレート

または（円⾼急伸時等）

Ⓐ翌期の売上総利益減
(当期決算においては不均衡)

Ⓑ当期の低価法評価減
（当期決算において均衡)

②期末評価影響

①期間利益影響 「⼀連の取引」を円建表記する際、円⾼進⾏によるレート差を、売上総利益（例︓仕⼊から売上までの円⾼影響）や為替差損益（例︓借⼊から返済までの円⾼影響）
として計上するため、円建表記では「売上総利益の減」と「為替差益」の⼊り繰りが発⽣します。但し、左図の通り、ネット損益は決算期間内で均衡を確保します。

「⼀連の取引」で発⽣する現預⾦・売掛⾦・在庫・買掛⾦・借⼊⾦は⽶ドル建での価値バランスは確保されています。各項⽬は「決算⽇当⽇のドル・円レート」で
期末に円建て評価を⾏ないますが︓
Ⓐ原則として「在庫」は「仕⼊時のドル・円レート」適⽤のまま期末⽇に評価の洗い替えを⾏なわないため、円建表記では現預⾦・売掛⾦の期末評価の為替差損に
対し、買掛⾦・借⼊⾦の期末評価の為替差益が上回り、均衡が失われる分の「為替差益」を会計上認識します。但し、右図の通り、このような在庫の未認識の評価
損が翌期（以降）の売上総利益の押下げ要因となることで、最終的には会計上も均衡が確保されます。
Ⓑ⼀⽅、期末に向けた円⾼急伸時は、「在庫」の明細毎に「低価法評価」の対象となることがあり、その場合は当期内に当該在庫の評価減を認識しますので、会計
上の損益も均衡します。なお、この場合は、翌期（以降）の「売上総利益」の増減影響は発⽣しません。
右図の通り、上記Ⓐ Ⓑいずれの場合も、円⾼進⾏による在庫の円建て評価損は、適宜、当期または翌期（以降）に会計認識され、最終的に損益均衡は確保されます。
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ここで改めて弊社の為替差損益発⽣のメカニズムについてご説明いたします。

弊社は、取引の⼤半を占めるドル仕⼊れドル売りの取引については原則として「ナチュラルヘッジ」、ドル仕⼊
れ円売りの取引は「為替予約ヘッジ」を⾏い、為替変動リスクに対応しております。

「ナチュラルヘッジ」では、ドルベースでの利益は確保しておりますが、⽇本の会計基準においては取引ごとに円
換算する必要があるため、売上総利益と為替差損益の間で⼊り繰りや、円換算時の資産と負債に不均衡
が⽣じます。

第4四半期は為替差益を計上しましたが、これは第４四半期末に向けて円⾼⽅向に転じたことにより、この
⼊り繰りが⽣じたこと、また原則として在庫は期末の評価替えを⾏わないため、円換算時の資産と負債に不
均衡が発⽣したことによるものです。

弊社の為替差損益の発⽣メカニズムについての詳細説明は、弊社ウェブサイトをご覧ください。



2026年３⽉期 業績予想の概要
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2026年3⽉期 業績予想サマリ

▶ 売上⾼は、デバイス事業で
産業機器向けの在庫調整の
⻑期化を背景に減収の予想

▶ 販管費は、⼈件費および
新システム刷新による費⽤増
を予想

▶ 営業利益は、売上の減少を
主として減益の予想

▶ 経常利益は、減収要因に加え
て、為替損益を均衡前提とし
減益を予想

▶ 上記により当期純利益におい
ても減益の予想

前年同期⽐
2026年3⽉期2025年3⽉期

売上⽐業績予想売上⽐実績

△4,837
(△2.3%)ー206,000ー210,837売上⾼

△2,026
(△7.8%)11.7%24,00012.3%26,026売上総利益

+631
(+3.7%)8.6%17,7008.1%17,068販管費

△2,658
(△29.7%)3.1%6,3004.2%8,958営業利益

△2,044
(△32.2%)2.1%4,3003.0%6,344経常利益

△1,772
(△41.5%)1.2%2,5002.0%4,272

親会社株主に
帰属する
当期純利益

（百万円）

＊2026年3⽉期為替レート︓148円/ドル
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続きまして、2026年3⽉期の業績予想についてご説明いたします。

売上⾼は、前年同期⽐48億円減の2,060億円を⾒込んでおります。これは、デバイス事業における産業
機器市場での在庫調整⻑期化の影響によるものです。

また利益⾯では、売上の減少に加えて、⼈件費増や新基幹システム刷新による販管費の増加を⾒込んで
おり、その結果、営業利益は26億円減の63億円を予想しています。経常利益は、これまでの要因に加え、
本予想に為替損益を⾒込んでいないため、前期に計上した為替差益約8億円の剥落を含め、20億円減
の43億円、親会社株主に帰属する当期純利益は17億円減の25億円となる⾒通しです。

なお、2026年3⽉期の想定為替レートは、１ドル148円に設定しています。



2026年3⽉期 事業別業績予想サマリ

前年同期⽐2026年3⽉期 予想2025年3⽉期 実績

△7,511
(△5.0%)143,500151,011売上⾼

（百万円）

前年同期⽐2026年3⽉期 予想2025年3⽉期 実績

+2,163
(+3.8%)59,50057,336売上⾼

（百万円）

前年同期⽐2026年3⽉期 予想2025年3⽉期 実績

+510
(+20.5%)3,0002,489売上⾼

（百万円）

▍システム事業

▍デバイス事業

▍アントレプレナ事業*

▶ 産業機器向け半導体の減少を
⾒込む

▶ 航空宇宙機器・レーザー機器
の増加を⾒込む

▶ AI・ロボティクスの増加を⾒
込む
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* 2025年4⽉よりソリューション事業からアントレプレナ事業に名称変更

セグメント別売上⾼のサマリはご覧のとおりです。なお、アントレプレナ事業につきましては、2025年4⽉より旧
ソリューション事業をアントレプレナ事業に名称変更しています。

デバイス事業は前年同期⽐75億円減の1,435億円、システム事業は21億円増の595億円、アントレプレ
ナ事業は5億円増の30億円を⾒込んでいます。



2026年3⽉期 『デバイス事業』品⽬別売上⾼予想

主な増減要因

57,694 
41,205 

3,195 

2,637 

1,720 

3,820 

42,878 

40,209 

9,951 
20,921 

35,573 
34,708 

151,011 
143,500 

2025年3⽉期 2026年3⽉期

（百万円）

アナログIC（△16,489）
‒ 産業機器向け・PC周辺機器向けの減少

カスタムIC（+10,970）
‒ ⺠⽣機器向けの増加

特定⽤途IC（△2,669）
‒ ⺠⽣機器向けの減少

マイクロプロセッサ（+2,100）
‒ ⾃動⾞向けの増加

メモリーIC（△558）
‒ 前年同期並み

電⼦部品（△865）
‒ 前年同期並み
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品⽬別の⾒通しですが、デバイス事業は、産業機器市場での在庫調整の⻑期化により、半導体・電⼦部
品の各品⽬ともに減少する⾒通しです。

品⽬別では、上から2番⽬のカスタムICが⺠⽣機器向けで⼤幅に増加する⾒通しの⼀⽅で、⼀番下にある
アナログICが産業機器・PC周辺機器向けで減少する⾒通しです。



主な増減要因

7,211 8,374

19,569 19,310

7,292 8,216

23,263
23,600

57,336
59,500

2025年3⽉期 2026年3⽉期

2026年3⽉期 『システム事業』品⽬別売上⾼予想

レーザー機器（+924）
‒ レーザー加⼯装置の増加

産業機器（△259）
‒ 前年同期並み

航空宇宙機器（+1,163）
‒ 宇宙関連部品の増加

医⽤機器（+337）
‒ 前年同期並み

（百万円）
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システム事業では、航空宇宙機器について、活況な市場環境を背景に、⼈⼯衛星⽤途の⾼信頼性部品
や防衛関連商材の伸⻑を⾒込んでおります。またレーザー機器では、レーザー加⼯装置などの需要増を⾒
込んでおります。

⼀⽅、産業機器は調整局⾯が続いており、前年同期よりも減少、医⽤機器も前年同期並みにとどまる⾒
通しです。



2026年3⽉期 『アントレプレナ事業*』品⽬別売上⾼予想

2,329 
2,530 

160 

470 2,489 

3,000 

2025年3⽉期 2026年3⽉期

（百万円） 主な増減要因

ICTソリューション（+201）
‒ 通信関連商材の増加

AI・ロボティクス（+310）
‒ 汎⽤超⾳波画像診断装置・AI搭載ロボットの増加
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* 2025年4⽉よりソリューション事業からアントレプレナ事業に名称変更

アントレプレナ事業では、ICTソリューション分野は通信関連商材の増加を⾒通しております。またAI・ロボ
ティクスの分野は、昨年より取り扱いを開始した汎⽤超⾳波画像診断装置や、これまで取り組んでおりまし
たAI搭載のコミュニケーションロボットの販売増を⾒込んでいます。

以上、202５年3⽉期の業績および今期の業績予想をご説明いたしました。



2025-2027年度 中期経営計画

© 2025 MARUBUN CORPORATION

- 丸⽂ Nextage 2027 -

続きまして、新たに策定いたしました中期経営計画について説明いたします。



中期経営計画『丸⽂ Nextage 2024』振り返り - 定量⽬標

▶ 財務⽬標である「連結経常利益 60 億円以上、ROE 8.0％以上」を達成
▶ デバイス事業の売上伸⻑、デバイス／システム事業の利益率向上も進み、連結ベースの収益⼒が改善

© 2025 MARUBUN CORPORATION

売 上 ⾼

経 常 利 益

経 常 利 益 率

R O E

実 績 ⽬ 標

2,108 億円

63 億円

3.0 %

8.1 %

2,100 億円

60 億円以上

2.9 %

8.0 %以上
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まず、2022年４⽉よりスタートした前中計ですが、「連結経常利益60億円以上、ROE 8.0％以上」の達
成を⽬標として諸施策に取り組んでまいりました。当中計期間で、デバイス事業の売上伸⻑、デバイス／シ
ステム事業の利益率向上も進み、連結ベースの収益⼒が改善。その結果、⽬標を達成することができまし
た。



事業成⻑⽅針

サステナビリティ
経営の推進

新たな事業領域
への進出と

成⻑基盤の構築

既存事業の
「選択と集中」促進
とソリューション

開発強化

グループ経営
の強化

業務基盤整備と
内部プロセス

の改善

『丸⽂ Nextage 2024』基本⽅針

▶ 新規商権の獲得や新規商材・アプリケーションの開発を⾏い、事業ポートフォリオの深化に注⼒
▶ ⼈的資本戦略や戦略・リスク管理など基盤強化も進み、成⻑基盤も整備

© 2025 MARUBUN CORPORATION

中期経営計画『丸⽂ Nextage 2024』の振り返り - 定性⽬標

• 医療／ロボティクス市場等
への販促活動の実施

• 新規事業機会追求のための
VBファンドへの出資

• 新規仕⼊先の拡充
• ⾃社クラウドサービス⽴上げ

• 統合的リスク管理の⾼度化
• ⼈的資本戦略委員会の新設
• 統合報告書の発⾏

• 新基幹システムの導⼊• 連結グループ間のシナジー
追求のための基盤強化

• マテリアリティの特定
• ⼥性管理職⽐率8%の達成

• システム事業とアントレ
プレナ事業の協業開始

• 丸⽂グループブランディ
ングの確⽴

成 果

継 続
課 題

• マテリアリティの⻑期状態
⽬標への具体的取り組み

• ⾮連続成⻑機会や海外進
出機会の継続的追求

• 環境変化に応じた事業ポート
フォリオの継続的な⾒直し

19

前中計ではご覧の5つの⽅針を基に取り組みを推進しました。特に新規商権の獲得や新規商材・アプリケー
ションの開発を⾏い、事業ポートフォリオの深化に注⼒しました。結果、新規取引先の拡充や⾃社クラウド
サービスを⽴ち上げることができました。その他、⼈的資本戦略委員会の⽴ち上げやリスク管理の⾼度化と
いった事業基盤の強化に向けた取り組みも実施することができました。⼀⽅で、連結グループ間のシナジーを
より⾼めるための施策など、いくつかの課題も残りました。こちらにつきましては新中計において引き続き取り組
んでまいります。



経常利益

100億円

中期経営計画『丸⽂ Nextage 2027』- 位置づけ

▶ 当社グループは持続的な価値向上に向けた事業構造の改⾰を実⾏
▶ 新中計では商権拡⼤と収益⼒の強化を⽬指し、成⻑戦略を推進
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独⾃の価値を提供する
オンリーワンの

エレクトロニクス商社として
最も信頼される存在となる

Nextage
2027

2025-2027

商権の拡⼤と
収益⼒の⼀層の強化Nextage

2024
事業ポートフォリオ
進化と収益⼒改善

2022-2024

中期経営計画
2021

事業構造の変⾰

2018-2021 連結財務⽬標

経常利益 ROE

80 億円 9.0 %

2030年度 アスピレーション

ROE

10.0%

ありたい姿
-Vision-

以上 以上

丸⽂ Nextage 2027 スローガン

世界と、かなえる。

連結財務⽬標 (達成)
経常利益 ROE

63億円 8.1%

以上

- Innovating Together -

新中計「丸⽂ Nextage 2027」についてご説明いたします。新中計では、先ほどご説明した前中計の成果
を踏まえ、私たちのありたい姿に向けて、着実に歩みを進めていきます。また、弊社パーパスに呼応する新たな
中計スローガンとして『世界と、かなえる』（Innovating Together）を掲げます。今後も成⻑が期待され
るエレクトロニクス市場の動向を捉え、商権の拡⼤と収益⼒の⼀層の強化を⽬指して、積極的に成⻑戦略
を推進してまいります。これを実現するための指針として今中計を位置付けております。また2030年の⻑期
アスピレーションとして掲げる「2030年度までに連結経常利益100億円かつROE10％以上を⽬指す」こと
に対する、中期⽬線において達成すべき“中間マイルストーン⽬標”としても位置付けております。



▶ 新中計の最終年度（2027年度）に「連結経常利益80億円以上、ROE 9.0％以上」を⽬標とする
▶ 利益重視の経営を徹底するため、セグメント毎の利益⽬標を明確化

デバイス事業

システム事業

アントレプレナ事業
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売 上 ⾼

経 常 利 益

経 常 利 益 率

R O E

2,400 億円

80 億円以上

3.3 %以上

9.0 %以上

全 社 連 結

中期経営計画『丸⽂ Nextage 2027』- 計画値と⽬標

売上⾼︓
経常利益︓

売上⾼︓
経常利益︓

売上⾼︓
経常利益︓

1,670 億円

30 億円

670 億円

40 億円

60 億円

10 億円

以上

以上

以上

事 業 別
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＊中期経営計画前提為替レート︓148円/ドル

計画値

⽬標

⽬標

続いて、新中計の定量⽬標についてご説明します。本中計最終年度である2027年度に「連結経常利益
80億円以上、ROE 9.0％以上」を⽬標といたします。この⽬標値は、2030年の⻑期アスピレーションであ
る経常利益100億円の収益レベルを⽬指す中において掲げた⽬線でもあります。なお、想定為替レートは1
ドル148円を前提としています。

また各事業の経常利益⽬標としましては、デバイス事業は30億円以上、システム事業は40億円以上、ア
ントレプレナ事業は10億円以上としています。

こちらには掲載しておりませんが、2027年度までの営業キャッシュフローについては、設備投資や配当還元
後、負債圧縮に充当しつつ、戦略性の⾼いノンオーガニック成⻑機会の取込みや、有望なベンチャー企業へ
の投資に振り向けることを想定しています。また「持続的な企業価値の向上」に向けた諸施策も展開し、内
部留保活⽤と持続的成⻑実現の好循環を⽬指します。
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中期経営計画『丸⽂ Nextage2027』- 基本⽅針
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▶ 前中計の基本⽅針を3つの視点で捉えなおし、今中計では6つの⽅針を基に計画を推進する
▶ 事業と⼈材の両⾯で成⻑を図り、事業価値の最⼤化を⽬指す

基本⽅針

「レスポンシブル・ビジネス」の追求

① 「レスポンシブル・ビジネス」の視点
マテリアリティに関わる取り組みの強化と、サステナビリティ経営の深化
を図り、“よりよい未来”に向けた事業運営を志向

新規事業における収益化実現
② 事業戦略の視点

新規事業の起ち上げに向け、挑戦⼼と執着⼼で臨み、早期に収益基盤を確
⽴。また、戦略的な提携や投資の機会も積極的に探究

既存事業における基盤拡充 顧客基盤拡⼤、仕⼊先連携強化、オペレーショナル・エクセレンス向上、
⽣産性・効率性改善により、レジリエンスを⾼めつつ事業基盤を固める

グループ・シナジーの強化 国内外グループ会社連携、事業セグメント間のソリューション開発・クロ
スセル推進を通じ、独⾃の付加価値を提供

③ 基盤戦略の視点

価値創造モデル推進のための戦略管理⾼度化 戦略・施策管理の強化と統合リスク管理の⾼度化を通じ「丸⽂バリューサ
イクル」の効果的循環を促進し、事業の成⻑基盤の整備

⼈的資本戦略の展開 企業理念・経営戦略に整合する⼈的資本戦略を展開し、「失敗を怖れない⾰
新と挑戦の企業⾵⼟」を築き、専⾨性を持つプロフェッショナル集団を志向

これらの定量⽬標を、いかに実現し、達成していくのか。その基本⽅針を、３つの視点からお⽰しします。

⼀点⽬は、レスポンシブル・ビジネスの視点です。弊社が⻑年培ってきた経営資源と強固な経営基盤を最⼤
限に活かし、独⾃のビジネスモデルと持続的なバリューサイクルを循環させることで、価値創造の根幹となるサ
ステナビリティ経営の⼀層の深化を図ってまいります。

⼆点⽬は、事業戦略の視点として、「新規事業における収益化実現」、「既存事業における基盤拡充」、
「グループ・シナジーの強化」の3つの⽅針を掲げ、直接的な収益源である事業基盤を徹底的に磨き上げ、
収益⼒を⾶躍的に向上させます。

そして、三点⽬は基盤戦略の視点です。収益⼒の向上を確固たるものとするために、戦略・施策管理の⾼
度化を図るとともに、成⻑のエンジンとなる⼈的資本の強化に取り組んでまいります。



「レスポンシブル・ビジネス」の深化に向けて
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▶ 独⾃のビジネスモデルとバリューサイクルの循環を通じて、経済的価値のみならず社会的価値を創出
▶ 経営資源と経営基盤のさらなる充実を⽬指しつつも、環境・社会の課題解決にも貢献する

「レスポンシブル・ビジネス」の視点

マテリアリティに関わる取り組み強化サステナビリティ経営の深化 パーパスの実現に向けた事業運営

重点戦略テーマ

地球環境の持続可能性の
回復と保全への寄与

安全で豊かな
サステナブル社会の実現

最先端技術と
ソリューション開発を
通じた社会課題の解決

ステークホルダー
エンゲージメント

の継続的向上

23

「レスポンシブル・ビジネス」の視点では、経営資源と経営基盤のさらなる充実を⽬指しつつ、環境・社会の課
題解決にも貢献するため、ご覧のテーマに取り組んでまいります。これらの取り組みを通じ、経済的価値のみ
ならず社会的価値を創出いたします。なお、弊社は事業活動を通じて優先的に取り組むべき活動をマテリア
リティとして特定し、それぞれに⻑期状態⽬標を定めています。こちらにつきましては弊社Webサイトをご参照
頂ければ幸いです。



 半導体・電⼦部品のディストリビューション事業＜基盤強化事業＞デバイス事業

▍事業戦略

▍計画値
Nextage2027 売上⾼ 1,670億円 経常利益 30億円以上

▍ビジネスモデル

調達 販売

• アナログIC 
• メモリーIC
• マイクロ

プロセッサ etc

半導体
メーカー

• コネクタ
• スイッチ
• コンデンサ

etc

電⼦部品
メーカー

• ⺠⽣機器メーカー
• 産業機器メーカー
• ⾃動⾞関連

メーカー
• 医療機器メーカー

半導体
電⼦部品

使⽤メーカー

デバイス
事業

• 豊富な品揃え
• 細やかなサービス
• グローバル販売網
• 商社⾦融機能

• 豊富な品揃え
• 細やかなサービス
• グローバル販売網
• 商社⾦融機能

• 充実した顧客基盤
• 顧客ニーズの還元
• グローバル調達網

• 充実した顧客基盤
• 顧客ニーズの還元
• グローバル調達網

『デバイス事業』の事業戦略
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 成⻑分野への選択／集中

 商流の拡⼤・維持／再構築⽀援

 新技術・商材の開拓／受動部品の拡販

 グループ・シナジーの発揮

 マスマーケットにおける販売チャネルの拡⼤

続きまして各事業の事業戦略についてです。各事業ページでは、投資家の皆様より弊社のビジネスについて
ご質問をいただくことがあり、右側にビジネスモデルを記載しましたので、ご参照ください。

デバイス事業では、左に記載している5つの戦略⽅針を掲げております。「成⻑分野への選択と集中」、「商
流の拡⼤・維持、再構築⽀援」、「新技術・商材の開拓、受動部品の拡販」の3つの⽅針については、成⻑
分野である「産業機器市場」「⾞載市場」「⺠⽣機器市場」で集中的に拡販活動を推進するとともに、営
業⼈材の強化にも取り組み、デマンドクリエーションの向上を⽬指します。続いて4つ⽬のグループシナジーの
発揮ですが、シナジーを発揮できる領域の収益化を⽬指して、ニッチで参⼊障壁の⾼い「医療ヘルスケア」や
「宇宙防衛」の分野を深掘りしてまいります。「マスマーケットにおける販売チャネルの拡⼤」につきましては販売
パートナーとの連携を通じて、より広範なお客様への販売体制を拡充してまいります。これらの取り組みを通じ
て成⻑分野における市場シェアの拡⼤を⽬指します。
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 電⼦機器およびシステムの販売・保守サービス事業＜成⻑牽引事業＞システム事業

▍事業戦略

▍計画値
Nextage2027 売上⾼ 670億円 経常利益 40億円以上

▍ビジネスモデル

調達

システム
事業

据付

• 充実したアフター
サービス

• 豊富な品揃え
• 商社⾦融機能

• 充実したアフター
サービス

• 豊富な品揃え
• 商社⾦融機能

• 充実した顧客基盤
• 強⼒な代理店機能
• ⾼度知⾒の蓄積

• 充実した顧客基盤
• 強⼒な代理店機能
• ⾼度知⾒の蓄積

航空宇宙
関連メーカー

産業機器
メーカー

⾃動⾞関連
メーカー

医療機関

• 通信機器
• 計測機器
• 光学機器
• レーザー機器
• 組込⽤CPUモ

ジュール etc

電⼦機器
メーカー

• 宇宙・航空関連設
備

• 検査設備
• 試験設備
• 解析設備
• 医⽤装置 etc

設備機器
メーカー

販売

保守

『システム事業』の事業戦略

 新規事業の開発/新規商材の開拓

 既存事業の領域/規模拡⼤

 国家推進施策の関連ビジネス取り込み

 グループ経営強化/事業基盤拡充

 海外オペレーションの確⽴

次にシステム事業ですが、「新規事業の開発、新規商材の開拓」では、事業環境の不確実性が⾼まる中、
お客様のニーズが多様化・複雑化していくことが想定されるため、「先⾒」・「先取」の精神で新たなビジネス
チャンスを確実に獲得してまいります。「既存事業の領域／規模拡⼤」については、インダストリアルDXや医
療、理化学機器領域の拡充に取り組みます。くわえて医⽤機器分野で、地域の医療機関と関係を強化し
つつ、保守サービスを通じた新たなニーズの発掘と市場拡⼤を図ります。3つ⽬に掲げた「国家推進施策の
関連ビジネス取り込み」については、⽇本の宇宙・防衛予算の増額および予算の執⾏が進んでいることもあ
り、弊社が⻑年にわたって築いてきた信頼関係を基に、「航空宇宙」分野で更なる事業機会を追求します。
4つ⽬の「グループ経営強化、事業基盤拡充」については、他社と差別化された弊社グループの強みを発揮
し、成⻑牽引に向けた活動を着実に遂⾏してまいります。また最後の「海外オペレーションの確⽴」ですが、海
外事業のさらなる展開の促進とともに、現地オペレーションの確⽴を⽬指します。
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 先端ソリューションの開発・販売・保守サービス事業＜価値創出事業＞アントレプレナ事業

▍事業戦略

▍計画値
Nextage2027 売上⾼ 60億円 経常利益 10億円以上

▍ビジネスモデル

調達 アントレ
プレナ
事業

実装
⽀援

• ⾰新的なソリュー
ションの提案

• 業界をリードする
知⾒の提供

• ⾰新的なソリュー
ションの提案

• 業界をリードする
知⾒の提供

• ⽇本での拡販機能
• 包括的なポスト

セールスサポート

• ⽇本での拡販機能
• 包括的なポスト

セールスサポート
通信キャリア

産業機器
メーカー

医療機器
メーカー

介護施設

販売

技術
⽀援

• AIロボット
• 遠隔治療機器

etc

ベンチャー企業

• 時刻同期
ソリューション
etc

サービス事業者

『アントレプレナ事業』の事業戦略

 新規事業の開発

 提供価値の独⾃性発揮

 AI関連商材の開拓・拡販

 戦略的な協業機会の追求

アントレプレナ事業については、世界中の最先端ソリューション開拓と新規事業開発をさらに加速させることを
主眼に2025年4⽉よりソリューション事業からアントレプレナ事業にセグメント名称を変更しました。これまでロ
ボティクスや次世代通信、AI技術を活⽤した新規商材の発掘に取り組むととともに、⾃社独⾃サービスをお
客様に提供し社会課題の解決に取り組んでまいりました。新中計においても左に掲げた事業戦略のもと、こ
の取り組みを継続し、AIロボティクス・デジタルヘルスケア商材の拡販や、⾃社クラウドサービスの拡充を図り、
事業拡⼤を⽬指してまいります。またアントレプレナシップを発揮するため前中計期間にスタートさせたベン
チャーファンド出資を通して、最先端技術の情報獲得やベンチャー企業、⾰新的な先端商材の発掘を⾏
い、新たな商材開発や事業提携の可能性を探ってまいります。

以上、3事業セグメントの事業戦略についてご説明いたしました。



基盤強化に向けて
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▶ 「価値創造モデル」を通じた持続的企業価値向上のための基盤を確固たるものとする
▶ 特に⼈的資本戦略の⾼度化により重点を置く

基盤戦略の視点

基盤を⽀える3つの重点戦略テーマ

パーパスと融合する
⼈的資本戦略の⾼度化盤⽯なグループガバナンス

の構築と運営

効果的かつ安定的な
ITシステム／インフラ

の開発・運営

 ガバナンス体制の⼀層
の強化

 取締役会実効性の向上

 業務オートメーション
によるプロセス効率
化・⾃動化

 グループ情報セキュリ
ティの堅牢性確保

 若⼿抜擢による個と
組織の活性化

 適材適所の実現

27

「基盤戦略」の視点では、ご覧の重点戦略テーマを設定しました。なかでも商社事業のコア・コンピタンスの⼀
つであり、事業創出や事業経営を⽀える⼈的資本戦略は、持続的な企業価値の向上を実現していく上
で、⾮常に重要な戦略の柱と認識しています。そのため新中計の6つの基本⽅針の⼀つに、弊社は「⼈的資
本戦略の展開」を掲げております。新中計においては⼈材育成、社員エンゲージメント向上を主眼に置いて
施策展開してまいります。またグループガバナンスの⼀層の強化やIT基盤の拡充を通じて強固な事業基盤
を確⽴してまいります。



株主還元
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株主還元⽅針
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▶ 新中計期間も継続して、安定的、継続的な配当を実施
▶ 2024年には創業180周年を迎え、⽇頃のご⽀援に感謝の意を表し、特別株主優待を実施

株主還元

還元⽅針

40%

2.5%

連結配当性向

DOE*

または

いずれか⾼い⽅を⽬安とする

* 株主資本配当率︓配当総額÷株主資本にて算出

特別株主優待

2025年９⽉30⽇の株主名簿に記載または
記録された１単元（100株）以上保有の
株主様を対象に、当社特製のＱＵＯカード
1,000円分を贈呈

▲180周年記念ポスターをモチーフとしたQUOカードを予定

2025年12⽉初旬に発送を予定の2026年
３⽉期中間株主通信に同封予定

29

最後に新中計における株主還元⽅針についてですが、弊社は連結配当性向40％またはDOE2.5%いず
れか⾼い⽅を⽬安に、継続的かつ安定的な配当を実施することを基本⽅針としています。

弊社は昨年創業180周年を迎えるとともに、前中計に掲げた財務⽬標を達成することができました。これも
ひとえに、株主様や取引先様をはじめとするステークホルダーの皆様の⻑年にわたるご⽀援の賜物でございま
す。つきましては、株主の皆様からの⽇頃のご⽀援に感謝の意を表し、特別株主優待を実施することといた
しました。2025年９⽉30⽇現在の1単元以上保有の株主様を対象に、弊社特製のＱＵＯカード1,000
円分を贈呈いたします。
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2020年3⽉期 2021年3⽉期 2022年3⽉期 2023年3⽉期 2024年3⽉期 2025年3⽉期 2026年3⽉期

中間配当 期末配当（円）

株主還元

前中期経営計画 期間 実績 丸⽂Nextage 2024 期間

2025年3⽉期の配当︓中間 25円、期末41円の年間66円配当を予定
配当性向︓40.4％、DOE（株主資本配当率）︓3.5％

2025年3⽉期
の配当

（予想）
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2025年3⽉期の配当は中間25円、期末41円、年間で66円の配当を予定しています。これは2024年3
⽉期の配当実績に対し、14円の増配となり、配当性向は40.4%、DOEは3.5％となります。なお、2026
年3⽉期の配当につきましては期初予想として中間25円、期末25円の年間50円を⾒込んでいます。



今後とも弊社グループは開⽰情報の充実を図りつつ、ステークホルダーの皆さまとの対話を促進してまいります
ので、ぜひ忌憚のないご意⾒・ご感想も頂戴できればと存じます。皆様におかれましては、今後も変わらぬご
愛顧を賜りますようお願い申し上げます。

私からの説明は以上となります。ご清聴ありがとうございました。
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19,401
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